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１ 重要事項 

【研究活動】 

 本年度主に取り組んだのは次の二つである。 

（１）「草創期の神戸高等商業学校における商業教育に関する研究」 

平成 25 年から取り組んでいた出光佐三（出光興産創業者）、和田恒輔（富士電機製造、

富士通信機製造経営者）をはじめとする倫理的と形容するのが適当なビジネスリーダー

の育成に携わった、草創期の神戸高等商業学校における水島銕也などの教育者たちの商

業教育の理念を論文①にまとめた。 

さらに当時の同校の教育者たちによる理念が後のビジネスリーダーたちにどのように

して伝えられたのかという点を、草創期の同校における徳育に着目して分析し、論文②

にまとめた。 

 

①「出光佐三の理念と神戸高等商業学校の教育者」『産業研究』共著，第 50 巻第 1号，

2014 年 

②「草創期の神戸高等商業学校における道徳教育」『日本経営倫理学会誌』単著，第

22 号，2015 年  

 

（２）「戦前のステークホルダー型の企業の特徴にかんする研究」 

 第二次大戦前のわが国において、株主との間のエージェンシー関係を忌避した会社の

代表例として出光商会と兼松商店を取り上げ、それらがステークホルダー型としてどの

ような特徴をもっていたのか、またステークホルダー型特有の企業統治上の諸問題にど

のように対処していたのかを分析し、論文③にまとめた。 

 

③「戦前のステークホルダー型企業におけるエージェンシー関係の忌避」『組織科学』

共著，第 48 巻第 1号，2014 年  

 

【教育活動】 

 昨年に引続き、ゼミ 3 年次生が夏休み期間中に、長寿企業と言われる企業の長寿の理

由を探る調査研究を行った。5 グループに分かれた彼らは、それぞれ DOWA ホールディ

ングス、呉竹、セラリカ NODA のご担当者様にヒアリング調査を、田中貴金属工業、大

日本除虫菊のご担当者様に質問票調査を行った。ヒアリング・質問票調査からは、創業

以来変わらず持ち続けている理念や精神があること、中核事業をベースに事業の幅を広

げ、外部環境の変化に対応していること、自社の存続だけでなく、ステークホルダーや

環境との共存共栄を志向していることなどが明らかにされた。このような長寿企業の特

性を当事者から直接教授されたことは、将来企業人となる学生たちにとって大変有益で

あった。 

 

２ その他の事項 

 

 

 

 



３ 次年度以降の計画・抱負 

【研究活動】 

 平成 27 年度に予定しているのは、以下の研究である。 

（Ａ）「草創期の神戸高等商業学校における倫理教育―内容と成果およびその背景―」

平成 26 年の研究活動（上記②の論文）の内容を深めるため、（a）水島銕也を中心とす

る神戸高等商業学校における草創期の徳育にどの程度の効果があったのか（倫理的なビ

ジネスマンを輩出するのにどの程度寄与したのか）、（b）当時徳育の修養が重視された背

景には、企業不祥事の社会問題化という事態が先行していたことがうかがわれるが、当

時の企業を取り巻く問題とはどのようなものであったのか、この二点について研究を行

う。なお、この研究のために公益財団法人上廣倫理財団の研究助成を受けた。 

 

（Ｂ）「企業城下町の下請企業の事業発展方策に関する考察―群馬県太田市の自動車産業

を事例として―」 

 本研究は地域政策学部の河藤佳彦教授との共同研究である。本研究の主な関心は、産

業集積地としての太田市域が維持・発展してきた理由である。太田市域は複数の中核メ

ーカーを中心とする産業集積地であるが、なかでも富士重工業（株）（以下、富士重工と

する）とその中小下請企業群は主要なプレイヤーであるといえる。 
 近年、一部の自動車メーカーでは部品の調達行動のオープン化、海外生産による現地

購買の促進等の動きがみられる。しかし富士重工は主な生産拠点を太田市に置いており、

またその一次サプライヤーの多くが太田市域に拠点を置いている。この理由については、

もちろん物理的な近接性のメリット（物流コストの削減、情報共有のしやすさ）を指摘

することができる。しかし、われわれはそれだけでは十分に説明されていないと考えて

おり、富士重工、下請中小企業、公的機関等へのヒアリング調査を行うことでそれ以外

の理由についても明らかにしたいと考えている。 
 
（Ｃ）「群馬県製造業研究プロジェクト」での調査研究 
 本研究は地域政策学部の西野寿章教授をリーダーとするプロジェクト研究である。本

プロジェクトでは、平成 26 年に群馬県製造企業の現状と課題を明らかにするアンケート

調査を行った。平成 27 年はアンケート調査の結果を分析した後、調査対象企業を選び、

ヒアリング調査等を行う予定である。 
 

 


